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第５節 国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組

１ 国民の理解の増進（基本法第２０条関係）
《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑴ 学校における生命のかけがえのなさ
等に関する教育の推進
文部科学省において、学校・地域の実情な

どに応じた多様な道徳教育を支援するため、
道徳教材の活用をはじめ、道徳教育の充実の
ための外部講師派遣、保護者・地域との連携
など自治体による多様な事業への支援を行う
「道徳教育総合支援事業」を実施しており、
生命を大切にする心を育成する道徳教育の一
層の推進を図っている。

⑵ 学校における体験活動を通じた命の
大切さの学習についての調査研究の実
施及びその成果の普及
文部科学省において、学校における自然体

験活動や社会奉仕体験活動の充実を図ってお
り、小学校の農山漁村での民泊を取り入れた
自然体験活動などを推進している。調査研究
の成果については、教育委員会の担当者など
を集めたブロック協議会を開催するととも
に、平成２２年７月には「農山漁村での宿泊体
験による教育効果の評価について」（報告）
を取りまとめ、全国の教育委員会や学校に普
及を図っている。

⑶ 学校における犯罪被害者等の人権問
題も含めた人権教育の推進
文部科学省において、「人権教育・啓発に

関する基本計画」を踏まえ、学校、家庭、地
域社会が一体となって教育上の総合的な取組
を推進する「人権教育総合推進地域事業」、
学校における人権教育について実践的な研究
を委嘱する「人権教育研究指定校事業」を実
施している。
また、学校における人権教育に関する指導

方法の在り方などについて調査研究を行う
「人権教育の指導方法の在り方等に関する調
査研究」などを実施し、平成２０年３月に「人
権教育の指導方法等の在り方について【第三
次とりまとめ】」をまとめた。
さらに、各都道府県教育委員会等の人権教

育担当者が参加する「人権教育担当指導主事
連絡協議会」を開催するとともに、独立行政
法人教員研修センターにおいて「人権教育指
導者養成研修」を実施している。

⑷ 学校における犯罪抑止教育の充実
文部科学省において、平成１８年５月に「児

童生徒の規範意識を育むための教師用指導資
料（非行防止教室を中心とした取組）」を作
成して、各教育委員会・学校などに配布し、
これらを活用して非行防止教室の実施を始め
とした犯罪抑止教育の充実を図っている。

⑸ 子どもへの暴力防止のための参加型
学習への取組
文部科学省において、上記「児童生徒の規

範意識を育むための教師用指導資料（非行防
止教室を中心とした取組）」を活用した非行
防止教室の実施を始め、子どもへの暴力防止
のための参加型学習の取組を推進している。

⑹ 家庭における命の教育への支援の推進
文部科学省において、命の大切さを実感さ

せる意義などを記述している「家庭教育手帳」
を文部科学省HPへ掲載し、全国の教育委員
会や PTA、子育て支援団体などが主催する
子育て講座等での活用を促している。

⑺ 生命・身体・自由の尊重を自覚させる
法教育の普及・啓発
法務省において、法教育を推進するための

方策について多角的な視点から検討するた



第２章 犯罪被害者等のための具体的施策と進捗状況

１１０

め、法教育推進協議会を開催している。
平成２０年度から、同協議会の下に、私法分

野における法教育の在り方を検討するための
「私法分野教育検討部会」、小学生を対象と
した法教育教材の作成を行うための「小学校
教材作成部会」を開催し、それぞれ検討を
行ってきたが、平成２１年度は、両部会からの
報告を受けて、同協議会で、「私法分野教育
の充実と法教育の更なる発展に向けて」（平
成２１年５月）、「小学生を対象とした法教育教
材例の作成について」（同年８月）を取りま
とめ、法務省ホームページに公表した。
平成２２年度からは、法教育推進協議会にお

いて、法教育推進のための新たな取組とし
て、法教育の中心的な担い手である教育関係
者や法律関係者、将来の法教育の担い手とな
る大学生及び大学院生などを対象とした法教
育に関する論文コンクールを実施している。
また、平成２２年１０月２９日には、京都市にお

いて、法教育の更なる普及と発展を目的とし
て、法教育シンポジウムを開催した。

⑻ 「犯罪被害者週間」にあわせた集中的
な啓発事業の実施、犯罪被害者等の置
かれた状況等について国民理解の増進
を図るための啓発事業の実施

内閣府において、１１月２５日から１２月１日ま
での７日間を「犯罪被害者週間」として設定
している。平成２２年度は、「被害者の 悲痛
な気持ちに 時効なし」を標語として、内閣
府主催の「犯罪被害者週間」国民のつどい中
央大会を開催するとともに、内閣府・地方公
共団体（千葉県、福井県、兵庫県、和歌山県）
共催の地方大会を開催した。また、開催結果
を、内閣府犯罪被害者等施策ホームページに
掲載するとともに、報告書として関係機関へ
配布した。
平成２３年度においても、中央大会を東京で

開催し、地方大会を複数の地域で開催する予
定である（P１１１ コラム７「犯罪被害者週
間の実施」参照）。
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犯罪被害者等が、犯罪等により受けた被害から立ち直り、再び地域において平穏に過ごせる
ようになるためには、国・地方公共団体による施策を十分に実施することのみならず、地域の
全ての人々の理解と配慮、そしてそれに基づく協力が必要です。このため、犯罪被害者等基本
計画では、内閣府において、警察庁・総務省・法務省・文部科学省・厚生労働省・国土交通省
の協力を得て、「犯罪被害者週間（１１月２５日から１２月１日まで）」を設定し、当該週間にあわせ
て、啓発事業を集中的に実施することとされました。平成２２年度においても以下のような取組
を行っています。

１ 標語の募集

最優秀作品の表彰（シンボルマーク・標語）

犯罪被害者等に関する国民の理解の増進を図るに
当たっては、ポスター・パンフレット及び広報番組
などで施策の紹介・解説を行うことに加え、簡潔で
分かりやすい言葉で訴えることも重要です。このた
め内閣府では、平成１９年度以降、広く国民一般から
犯罪被害者等への支援の大切さなどを表現した標語
を年１回募集しています。特に平成２０年度からは、
中高生向けの募集広報を重点的に行うこととしてお
り、平成２２年度の応募作品は３，７６５点に上りました。
この中から、徳島県の大学生、宇徳みなみさんの
「被害者の 悲痛な気持ちに 時効なし」が最優秀作品に選ばれ、「国民のつどい」中央大会
において担当大臣から表彰するとともに、ポスターなどに使用しました。また、他の優秀作品
３点と併せて、内閣府犯罪被害者等施策ホームページに掲載しました。

２ シンボルマークの募集

犯罪被害者等支援
シンボルマーク

本年度は、標語の募集に合わせて犯罪被害者等支援の必要性等を国民
に広く浸透させること、また、国、地方公共団体、犯罪被害者団体、犯
罪被害者支援団体等による支援の象徴とすることを目的として、犯罪被
害者等支援シンボルマークを募集しました。応募作品は４３８点に上り、
この中から青森県の工藤和久さんの作品が最優秀作品に選ばれ、「国民
のつどい」中央大会において担当大臣から表彰しました。今後、様々な
場面で犯罪被害者等支援の象徴として活用していきます。

３ 「国民のつどい」の開催
犯罪被害者等が置かれている状況や、名誉又は生活の平穏への配慮の重要性について、国民

の理解を深めるため、内閣府主催の「犯罪被害者週間」国民のつどい中央大会（１２月１日）を
開催するとともに、内閣府・地方公共団体等共催の地方大会を、福井県（１１月２３日）、和歌山
県（同月２５日）、兵庫県（同月２７日）、千葉県（同月２８日）の４か所で開催しました。関係省庁、
犯罪被害者団体、犯罪被害者支援団体の協力の下、有識者などの参加を得て、犯罪被害者等に
関するテーマについて、基調講演やパネルディスカッションが行われました。また、各会場に
は犯罪被害者団体や関係機関の取組などを紹介する展示コーナーが設けられました。
各大会来場者に対して行ったアンケートでは、大会について、「有意義である」という回答

が９割以上を占めました。また、大会の更なる活性化や継続を要望する意見もあり、広報・啓

コラム７
犯罪被害者週間の実施
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福井大会 和歌山大会

兵庫大会 千葉大会

発の必要性・重要性が明らかとなりました。
開催結果については、内閣府犯罪被害者等施策ホームページに掲載するとともに、報告書と

して関係機関に配布しました。
平成２３年度も引き続き、内閣府主催の「国民のつどい」中央大会を東京都内で開催するとと

もに、内閣府・地方公共団体等共催の地方大会を、新潟県、石川県、広島県、鹿児島県の４県
で開催する予定となっています。

４ その他の取組

犯罪被害者週間ポスター

犯罪被害者週間とその前後の期間においては、都道府県や関
係機関において独自のシンポジウムや街頭キャンペーンなど
様々な取組が行われました。内閣府においても、ポスターなど
を作成・配布しました。平成２３年度以降も、より効果的な手法
を検討しながら、様々な広報啓発に取り組む予定です。
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提供：警察庁

⑼ 犯罪被害者等施策の関係する特定期
間における広報・啓発事業の実施
内閣府において、春（平成２２年４月６日か

ら同月１５日）と秋（平成２２年９月２１日から同
月３０日）の全国交通安全運動において、「子
どもと高齢者の交通事故防止」などを基本と
して、交通事故被害者等の視点に配意しなが
ら、交通事故の悲惨さや生命の尊さを広く国
民に訴えた。
法務省において、平成２２年度においては、

犯罪被害者等の人権問題に対する配慮と保護
を図るため、「犯罪被害者とその家族の人権
に配慮しよう」を啓発活動年間強調事項の１
つとして掲げ、人権週間（１２月４日から同月
１０日）を始め、１年を通して、全国各地で、
講演会などの開催、啓発冊子の配布などの啓
発活動を実施している。
厚生労働省において、児童虐待について各

界各層の幅広い国民の理解を深め、社会的関
心を喚起するため、１１月を「児童虐待防止推
進月間」と位置付け、集中的な広報啓発活動
を実施している。平成２２年度は、「見すごす
な 幼い子どもの SOS」を月間標語として
決定し、「子どもの虐待防止推進全国フォー
ラム in ひろしま」の開催（１１月２３日）、広報
啓発ポスター・チラシの作成・配布、政府広
報を活用した各種媒体（テレビ、新聞など）
による広報啓発などを行い、関係省庁や地方
公共団体、関係団体などと連携した集中的な
広報啓発活動を実施している。

⑽ 様々な広報媒体を通じた犯罪被害者
等施策に関する広報の実施
内閣府において、政府広報などを活用し、

犯罪被害者等の置かれた状況やそれを踏まえ
た施策実施の重要性、犯罪被害者等の援助を
行う団体の意義・活動などについて広報を実
施している。
警察庁においては、シンポジウム・フォー

ラムなどの開催・後援や様々な広報媒体を通
じて、犯罪被害者等が置かれている実態や警
察、関係機関、民間被害者支援団体などが取
り組んでいる犯罪被害者等支援についての広
報啓発活動を行っている（犯罪被害者支援に
関する国民の理解と共感の増進に要する経費
（国費）：２３年度 ３百万円）。
また、広報用冊子「警察による犯罪被害者

支援」を発行するとともに、警察による犯罪
被害者支援ホームページ（http://www.npa.
go.jp/higaisya/home.htm）を通じ、警察に
よる犯罪被害者支援に関する理解増進に努め
ている。

全国交通安全運動ポスター 児童虐待防止推進月間ポスター

提供：厚生労働省



第２章 犯罪被害者等のための具体的施策と進捗状況

１１４

学生ボランティア登録証交付式 学生ボランティアの活動状況

犯罪被害者やその家族・遺族が受ける被害は、犯罪行為そのものによって生じる心身の被害
のみではありません。周囲の人々による心ない言動による二次的被害、職を離れざるを得なく
なることによる経済的困難、社会からの孤立感など、その影響は広範囲かつ長期にわたりま
す。したがって、犯罪被害者等が再び平穏な生活を取り戻すことができるようにするために
は、犯罪被害者等に対する犯罪被害給付やカウンセリングの提供など、官・民の関係機関・団
体による支援のみならず、被害者等の日常を取り巻く存在である地域社会や学校・職場、さら
には将来の社会を支える子どもたちに犯罪被害者等が抱える困難や思いについて理解を深めて
もらい、社会全体に犯罪被害者等を思いやり、犯罪被害者等を支える気運を醸成することが重
要です。
このような観点から警察庁では、平成２０年度及び２１年度に中学、高校生を対象とした「命の
大切さを学ぶ教室」の開催や、大学生等を対象とした被害者支援に関する社会活動への参加を
促進するなどの施策からなる「社会全体で被害者を支え、被害者も加害者も出さない街づくり
事業」を全国１０道府県においてモデル事業として推進し、その成果を踏まえ、平成２２年度から
は全国において、被害者等のご協力を得ながら、警察、教育委員会、民間被害者支援団体等が
連携して、積極的な取組みが進められています。

１ 主な取組み
⑴ 「命の大切さを学ぶ教室」等の開催
中学校、高等学校等において、犯罪被害者等が

その思いを直接、生徒に語りかけてもらうもので
す。生徒たちからは「命の大切さや生きることの
すばらしさを感じ、同時に犯罪の加害者には絶対
ならないと誓いました。」、「私は死にたいと思っ
たことがあります。でも家族が悲しまないために
も死にたいと思ってはいけない。」などの声が寄
せられ、生徒が犯罪被害者等の思いや立場を理解
する契機となり、さらには自分や他人の命を大切
にすること、いじめや暴力などの犯罪行為をやっ
てはいけないとの意識の啓発につながっています。
講演する被害者等にとっても、自らの思いが生徒たちに共有されることで心の支えに

なっています。
⑵ 大学生による被害者支援関係ボランティアへの参加
大学において行われた犯罪被害者支援に関する講義を通じて、犯罪被害者支援に係る社

会参加活動について関心を持った学生等によって、犯罪被害者支援のイベントや街頭キャ
ンペーン等のボランティアへの積極的な参加が行われています。

コラム８ 社会全体で被害者を支え、被害者も加害者も出さない街づくり
に向けた取組について

中学校における被害者遺族の講話
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推進
事項

年度
「命の大切さを学ぶ教室」 大学生に対する講義や

ボランティア活動
各種会合における講演
等の実施

２１年度 ３６都道府県で実施
（２８８回）

２９都道府県で実施
（１１５回）

全都道府県で実施
（５００回）

２２年度
上半期

４０都道府県で実施
（１９５回）

２６都道府県で実施
（８９回）

４５都道府県で実施
（４９６回）

（注 ２２年度上半期は暫定値である。）

⑶ 各種会合における犯罪被害者等による講演
民間被害者等支援団体や自治体等と連携して、

安全・安心まちづくりや交通安全運動関係のイベ
ントのほか、自治体職員や関係者の研修会等、あ
らゆる機会を通じて、犯罪被害者等による講演を
開催しています。

２ 全国における実施状況

３ 開催にあたっての留意事項
被害者等の講演を開催するに当たっては、次のような点に留意しています。

⑴ 講演者へのサポート
犯罪被害者等にとって、家族の突然の死の経験等を講演することは、精神的負担が大き

いことを念頭に、講演の依頼に当たっては主催者や講演者との綿密な打合せや講演者への
付添い、講演後の精神的ケアを行うなど、犯罪被害者等が安心して講演ができるように努
めています。

⑵ 聴講者の心情への配慮
講演の内容が、人の死というものに言及する場合が多いことを踏まえ、聴講者、特に中

学生、高校生等の心情に対する影響等について、学校等と緊密な連携を図ることとしてい
ます。

自治体職員に対する研修会


